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総務省 0410010

　公共用地先行取得等事業債の運用方針において、先行取得
の対象を「施設整備の基本的内容が定まっているもの」から、
「施設整備の方向が確約できるもの」に、また、地方公共団体等
の所有地を先行取得することができる特認事項に、「地域再生
に寄与すると認められるもの」を追加されたい。

平成15年度改訂版　地方債質
疑応答集
　267 公共用地先行取得等事業
債の運用方針について
  275 国、地方公共団体及び公
社等の所有地の取得について

　公共用地先行取得等事業債は、公
共用地又は公用地として利用されるこ
とが明らかであると認められる用地で
あって、施設整備の基本的内容（施設
の目的、規模等）が定まっているもの
の先行取得について対象としている。
　また、地方公共団体有地を先行取得
する場合については、当事者相互に
早急に取得又は売り渡す必要がある
場合に、同事業債の対象としていると
ころである。

Ｂ－２

　将来公共用地又は公用地とし
て利用されることが客観的に認
められる用地の購入については
地方財政法第５条第５項に該当
し、公共用地先行取得等事業債
の対象となるものである。
　今後、施設整備の基本的内容
が定まっておらず、「施設整備の
方向が確約できる」事業につい
て、同事業債の対象となり得るか
否か、また、地方公共団体有地
を先行取得する場合についても、
「地域再生に寄与すると認められ
るもの」を同事業債の対象に加え
ることができるか否かを、要望内
容等を精査の上、対応を検討す
る。

Ｄ

　将来公共用地又は公用地として利用されること
が客観的に認められる用地の購入については地
方財政法第５条第５項に該当し、公共用地先行取
得等事業債の対象となるものである。
　本件土地については、①平成１５年度に策定され
た「彦根市立病院跡地利用基本計画」の中で、多
目的ホールなどの公共施設として利用することを
明らかにしていること②起債許可申請年度以降１０
年度以内に事業の用に供すること──としている
ことから、将来公共用地として利用することが客観
的に認められるものである。
　さらに、地方公共団体有地を先行取得することに
ついても、今後、彦根市において本格的な施設の
建設準備を進めなければならず、早急に土地を取
得していく必要があることが認められる。
　以上から、本件土地について、現行制度におい
て公共用地先行取得等事業債の対象として認め
ることは可能である。

1080 10802010 滋賀県 彦根市
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総務省 0410020
高松市中心市街地活性化のため実施している、地元組合施行
による、第一種市街地再開発事業において、事業費補助のうち
の地方負担分に対する起債処置を図る。

「地方債計画」
「地方債許可方針」
「地方債運用方針」

　組合等市街地再開発事業に係る市町村
の地方負担分については、一般単独・一
般事業債（都市再開発推進事業）におい
て、地方債措置を講じることが可能。
　具体的には、土地区画整理事業、市街
地再開発事業等に係る各市町村の一般
財源負担のうち、当該市町村が通常負担
すべき一般財源の額（普通交付税により
都市計画費投資的経費として基準財政需
要額に算入されている額及び都市計画税
の額を勘案して算出された額）を超えて負
担する額の範囲内で、同事業債により起
債することが可能となる。
　なお、組合等市街地再開発事業に係る
市町村の地方負担分とは、当該市町村に
おける市街地再開発管理者負担金補助
（道路整備特別会計）等に係る補助基本
額から当該補助金を控除した額に一般公
共事業債を充当した残額や市街地再開発
事業費補助（一般会計）交付要綱に定め
る市街地再開発組合等に対する市町村補
助金から国庫補助金及び都道府県支出
金を控除した額をさすものである。
　起債可能額の算出に当たっては、当該
市町村の通常負担すべき一般財源の額
や地元負担分等を勘案した上で、起債額
を決定していくこととなる。

Ｂ－２

　組合等市街地再開発事業に係
る市町村の地元負担分につい
て、当該市町村が通常負担すべ
き一般財源の額を超えて負担す
る額の範囲内で地方債措置を講
じることが可能。
今後、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｄ

　組合等市街地再開発事業に係る市町村の
地元負担分について、当該市町村が通常負
担すべき一般財源の額を超えて負担する額
の範囲内で地方債措置（一般単独事業・一般
事業債のうち都市再開発事業債）を講じること
が可能。

1139 11392010 香川県 高松市
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総務省 0410030

　地方鉄道を中心とした地域活性化や、鉄道の日常的な維持管理及
び運行のための補助制度を、現行制度を拡充して整備する。当該補
助制度の活用に当たっては、沿線自治体及び地域住民・利用者が参
画する「地域交通会議」で合意を得て、地域が一丸となって鉄道を支
援する体制を構築することを条件とする。現行制度の拡充の内容は、
以下の通りである。
(1)幹線鉄道等活性化事業費補助を、一般的な鉄道高速化等に係る
改良事業に適用可能とする。
(2)鉄道軌道近代化設備整備費補助（緊急安全対策支援）を、日常的
な安全確保のための施設維持管理にも適用できるよう拡大する。
(3)生活交通路線維持費補助を、バスのみならず鉄道にも適用できる
よう拡大する。
(4)第三セクター都市鉄道事業者に対する地方債措置を、同等の条件
を満たす地方鉄道事業者にも適用できるよう拡大する。

　「幹線鉄道等活性化事業費補助」「鉄
道軌道近代化設備整備費補助」につい
ては、独立行政法人鉄道建設・運輸施
設整備支援機構法（平成十四年十二月
十八日法律第百八十号）の以下の条文
が関係する。
第十二条（業務の範囲）
２ 　機構は、前項に規定する業務のほ
か、第三条第一項の目的を達成するた
め、次の業務を行うことができる。
一 　主要幹線鉄道又は都市鉄道に係
る鉄道施設（軌道施設を含む。）の建設
又は改良に関する事業を行う鉄道事業
者に対し、当該事業に要する費用に充
てる資金の一部について、予算で定め
る国の補助金等（補助金その他相当の
反対給付を受けない給付金であって政
令で定めるものをいう。以下同じ。）の交
付を受け、これを財源として、補助金等
を交付すること。
二　（略）
三 　前二号に規定するもののほか、鉄
道施設（軌道施設を含む。）の建設又は
改良（これらに関する調査を含む。）に
関する事業、鉄道事業に係る技術の開
発に関する事業、鉄道事業の業務運営
の能率化に関する措置その他の鉄道
事業の健全な発達を図る上で必要とな
る事業又は措置を行う鉄道事業者その
他の者に対し、これらの事業等に要す
る費用に充てる資金の全部又は一部に
ついて、予算で定める国の補助金等の
交付を受け、これを財源として、補助金
等を交付すること。

　地方公共団体の出資比率が５０％以
上の第三セクター鉄道のうち、地下
鉄、ニュータウン鉄道等の都市高速鉄
道事業について、地方公共団体の出
資等に要する経費を地方債の対象と
している。

Ｂ－２
　今後、同等の条件を満たす地
方鉄道事業者の趣旨、要望内容
等を精査の上、対応を検討する。

Ｄ

　地方公共団体が出資を行っている第三セク
ター地下鉄等事業者の経営については、本
来、当該第三セクターの自助努力によって行
われるべきものである。
　しかしながら、地下鉄等の都市鉄道につい
ては、巨額な初期投資に伴い資本費負担が
相当重いことなどから、地方公共団体による
地下鉄整備が公営企業を主体として進められ
てきた経緯を踏まえ、地方公共団体の出資比
率が５０％以上の公営企業に準ずる第三セク
ター地下鉄等の事業については、限定的に地
方債（公営企業債）措置を講じているものであ
る。
　また、地方鉄道についても、地方公共団体
の出資比率が５０％以上で独立採算性が認
められる場合には、公営企業に準ずる第三セ
クターとして、公営企業債の対象となり得るも
のである。
　なお、当該第三セクターが公営企業に準ず
る位置づけがなされない場合であっても、当
該第三セクターに対する地方団体の出資又は
補助については、地方財政法第５条第２号又
は第５号に該当する場合は、地方債の対象と
なり得るものである。

1163 11632010 北海道
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総務省 0410040

義務教育諸学校施設費国庫負担法は、学校施設の整備に要する経費のう
ち、新・増築は１／２、危険校舎改築等は１／３を負担することとしている。
　しかし、基準となる建築単価が㎡当り１４万円台と実勢を大きく下回り、対象
となる施設や設備、面積も絞られているため、実際の国庫負担額は少ない。
加えて、地方債が国庫負担基準の枠内を原則とされることから、その総枠も制
限され、結果として多額の一般財源を用意しなければならない。
　現在草加市で建替えを予定している小学校の場合、極力コストを抑えた標準
的な仕様で設計しているが、総工事費推計約３７億円のうち国庫補助金は５
億円に満たない。地方債は、通常枠分で７億円台、特例の枠外債を含めても１
３億円に満たず、１９億円は建築年度の一般財源で賄わなければならない。ま
た、学校建設に充当される地方債は、枠内の政府系資金でも公共下水道事業
等に比べて償還年数が短く、枠外の民間資金の場合はさらに短期間の償還
が求められ、毎年の償還額がかさむ。しっかりとした校舎を建設するには、余
りにも強い資金的な制約が課せられているのである。
　関東大震災直後に建てられた草加小学校校舎は、築後80年を経る草加市で
最も古い鉄筋の建物であり、現在、歴史民族資料館として市民に親しまれてい
る。全国的にも、歴史を刻む古い校舎は地域の大事な資産として活用されて
いる。　今、草加市は、子供達の成長のため、またその命を守るためにも、傷
んだ校舎、危険な校舎はその機能を更新しなければならない。人口急増期に
建設した校舎が40年程度で劣化し、大地震に耐える保障がないというような轍
を踏むことなく、安全で、長持ちし、次代に引き継ぐことのできる市民共同の
「ふるさと学び舎」として整備することが欠かせない。これを可能とするために、
学校建設に係る地方債について、
ⅰ　将来の償還見通しについて一定の基準を満たせる総枠の範囲で、
ⅱ　市が必要とする額を、
ⅲ　上下水道、都市高速鉄道等の長期償還地方債を上回る、またはこれに匹
敵　する最も長期、かつ低利な条件で借り入れること、を可能とする「ふるさと
学び舎・再生支援地方債制度」の創設を提案するものである。

義務教育諸学校施設費国庫負
担法
建築基準法

　義務教育諸学校の建設にあたって
は、国庫負担事業に係る地方負担額
に対し、地方債を許可している。
　実施面積・実施単価が基準面積・基
準単価を上回る場合、一定の範囲内
で地方債の対象としている。
　地方債の償還年限については、施設
の耐用年数の範囲内とされている。

Ｂ－２

　地方債の償還年限について
は、施設の耐用年数の範囲内と
されているところである。
　実施面積・実施単価が基準面
積・基準単価を上回る場合、一定
の範囲内で地方債の対象として
いるところである。
　今後、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｄ

　義務教育諸学校の整備については、全国的
に公平で妥当な水準を達成する観点から、地
方公共団体が義務教育諸学校の校舎・体育
館・プール等を整備する場合の国庫負担（補
助）事業の認証事業に係る地方負担額に対し
て、義務教育施設整備事業債において対象と
しているところである。
　国の補助基準については、実施される工事
の内容に応じて、補助単価が加算されること
となっており、起債対象となる地方負担額につ
いても、これと連動して増えることとなる。
　実施面積・実施単価が基準面積・基準単価
を上回る場合についても、一定の範囲内で地
方債の対象としているところである。
　また、生涯学習施設等の整備については、
別途、地方債措置がなされているものであ
る。
　したがって、一般財源負担が過大になること
なく、義務教育諸学校、生涯学習施設等の整
備が行えるものと考えられる。
　償還年限については、現行においても、施
設の耐用年数の範囲内で民間資金による長
期の借入は可能であるが、政府資金について
は、償還年限が原則２５年とされているところ
である。

1211 12112010 埼玉県 草加市
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子供達はもとより、保護者や教師にとっても、新しい校舎の一刻も早い完成を
待ち望む思いは強い。しかし現実には、学校建設、特に老朽校舎等の建替え
は、完成に至るまで多くの年数を要する。新校舎で学べると思っていた子供達
の期待に反し、完成時には卒業してしまうなどのケースも少なくない。
　この点を少しでも改善する上で、工事着手後の工期短縮が求められるが、現
行の国の補助制度と継続費の精算制度が重なり、思うように工事進捗がはか
れないケースが多い。
　具体的には、２ヵ年にわたる学校建設事業の場合、文部科学省は、原則初
年度４割、次年度６割と国庫補助金の支出割合を固定している。地方債の枠
もこれに連動しており、自ずと初年度の予算額は全体の４割となる。なおか
つ、現行予算制度上、各年度の支払いは、当該年度の出来高によるため、工
事出来高そのものを４割に合わせることが必要となる。不足の場合は繰越手
続きが可能であるが、４割を超えて施工することはできない。
　複数年にまたがる事業を円滑に推進して行く上で、継続費制度は必要不可
欠のものであるが、その運用は、上記のように工事等実績（出来高）に基づく
単年度精算主義の会計原理に縛られている。このため、初年度に工事が進捗
しても、そのペースを落として４割にとどめ、６割を翌年度に回さざるを得ないこ
ととなる。新校舎の完成は、現場工事の事情ではなく、国庫補助制度と予算制
度によって制約されてしまう。そのことが一刻も早い完成という期待に応えられ
ない理由のひとつとなっていることは、市民にとって、理解の範囲を超えたもの
である。
　こうした制約を取り除くため、国庫補助制度と予算制度の双方を改善する必
要がある。具体的には、年度ごとの国庫補助金や地方債の枠に関わりなく工
事を進めることが可能な制度づくりが求められる。そのためのメニューとして、
ⅰ　継続費の単年度出来高精算方式を廃止し、契約ベースでの支払い方式
（着　手時、中間時等の区分による概算払い及び完成時精算支払い方式）を
認める。
ⅱ　これに連動して、国庫補助金を年度ごとの出来高支払方式から仮払い精
算　方式、若しくは一括後払い方式とする。
ⅲ　後払い方式とする場合は、地方独自の資金手当てが可能となるよう、年度
をまたがる「つなぎ地方債制度」を導入する、などが考えられる。
　これらの方策により、単年度会計原則のゆえに工事等の進捗がはかれない
という現状を改善し、子供達が一刻も早く新校舎で勉強したいという思いに応
えたい。

地方自治法第２０８条、２１２条
行政実例昭和３８年１２月１９日

　義務教育諸学校の建設にあたって
は、国庫負担事業に係る地方負担額
に対し、地方債を許可している。

Ｃ

　現行における国庫負担金制度
のもとでは、義務教育諸学校の
建物の建築に要する経費につい
ては、国が経費の一部を負担し
なければならないものであり、国
庫負担金の交付の仕方に対応し
た地方負担、地方債措置となっ
ている。
　したがって、この国庫負担金制
度の運用に問題があると考える
が、当該国庫負担金制度につい
ては、地方からの補助金改革の
具体案の中で廃止・税源移譲の
対象とされたところ。今後、三位
一体改革の全体像の策定に向け
た具体の検討を進めていくことと
なるが、当該国庫負担金制度を
廃止することにより、地域の実情
に応じた計画的整備が可能とな
るものと考える。

Ｄ

　現行における国庫負担金制度のもとでは、
義務教育諸学校の建物の建築に要する経費
については、国が経費の一部を負担しなけれ
ばならないものであり、国庫負担金の交付の
仕方に対応した地方負担、地方債措置となっ
ている。
　国庫負担金制度の運用については、文部科
学省文教施設企画部施設助成課より、柔軟に
なされるものと聞いており、地方債について
も、国庫負担金に応じて対応を行うものであ
る。

1211 12112020 埼玉県 草加市

ふるさと
学び舎・
再生プ
ロジェク
ト

総務省 0410060

公共事業の見直しが求められている一方、義務教育施設について
は、従来から、補助、地方債を含めて、国からの十分な財政支援が受
けられない状況にある。同時に、地域のコミュニティ施設、生涯学習施
設については、往々に「箱物」と称され、支援そのものが殆ど行われて
いない状況にある。
　とはいえ、その双方とも地域にとっては不可欠なものである。教育、
市民文化活動の基礎を支えるにとどまらず、その双方が相まって「ふ
るさと」が醸成され、地域の活力、自治力が育って行く。草加市では、
まとまった用地確保が困難という地域事情に加え、この２つの施設を
合わせることで得られる相乗的な効果に着目し、学校建替え等に際し
て複合化することを計画している。このことによって、これまでともすれ
ば閉ざされがちであった学校を市民に開き、地域にとって最も重要なコ
ミュニティ拠点「ふるさと学び舎」としての位置づけを市民と共有して、
地域再生に生かしていこうと考えるものである。
　この意義を広げて行くため、現行の国庫補助・地方債制度をこれを
促進するものへと再設計することを提案する。具体的には次のとおり
である。
ⅰ　義務教育施設を地域の主要な「公共インフラ」として捉え、国の政
策上の位置づけを再評価する。
ⅱ　これに生涯学習施設等機能を付加した場合を含めて、特色のある
学校づくりに対して「ふるさと学び舎再生計画」の認定制度を設ける。
ⅲ　現在の個別的補助制度と地方債を統合し、校舎及び複合施設整
備のほか特　色ある教育、世代間交流等ソフト事業も包括的に支援対
象とする「ふるさと　学び舎再生交付金制度」「学び舎再生地方債制
度」を設ける。

義務教育諸学校施設費国庫負
担法
地方財政法第５条

　公共施設又は公用施設の建設事業
費の財源とする場合など地方財政法
第５条に規定するものについては、地
方債をもってその財源とすることがで
きるものである（ソフト事業は地方債の
対象とならない）。また、国庫補助事業
については、補助事業費から国庫支
出金等を控除した地方負担額に起債
充当率を乗じて起債許可予定額を算
出するものである。

Ｂ－２
　今後、個別的補助制度と地方
債の統合の趣旨、要望内容等を
精査の上、対応を検討する。

Ⅲ－２

　義務教育諸学校の整備の場合には、全国
的に公平で妥当な水準を達成する観点から、
地方公共団体が義務教育諸学校の校舎・体
育館・プール等を整備する場合の国庫負担
（補助）事業の認証事業に係る地方負担額に
対して、事業の性格にふさわしい内容（充当
率、交付税措置、資金等）を備えている義務
教育施設整備事業債を充当することとされて
いるところであり、事業の性格が異なり、一般
事業債にて対象としている生涯学習施設等の
整備と統合することは困難である。

1211 12112030 埼玉県 草加市

ふるさと
学び舎・
再生プ
ロジェク
ト
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総務省 0410070

　厳しい財政事情のもと、事業の選択と財源の有効配分は、地方公共団体の
経営能力が最も問われる点であり、その財源中、地方債は大きな役割を占め
る。しかし現在の地方債制度は、一部を除き、国庫補助制度同様、事業ごとに
割振られた「特定財源」となっているなど、地方独自の事情や経営努力、創意
工夫が生かせる裁量性に乏しい。そこで、一定の財政見通しのもとに国から承
認を受けた総枠の範囲で、一定の償還条件等メニューの中から地方が独自に
借入額と償還条件等を選択できる「地方債包括運用」を提案するものである。
　草加市では、公共施設の効率的建設と有効活用のため高年者福祉施設と
世代間交流施設の複合化を予定しているが、高年者施設部分は「社会福祉施
設整備事業債」、交流施設部分は民間資金である「地域活性化事業債」という
ように、その資金拠出先や償還年数、充当率が異なる地方債が充当される。
　また、当市では高度経済成長期に児童生徒数が急増したことから多くの義
務教育施設を建設したが、これらの校舎等が構造上の強度に乏しく、劣化が
進んでいる。このため校舎等の改築は、当面、当市が最も財源を必要とする
分野であるが、その借入れ枠が国が定める基準枠に抑えられており、自らの
判断で優先的に資金確保することすらできない。
　加えて、政府系資金から民間資金へのシフトが進む中で償還期間が短縮化
され、地方債残高を抑えても各年度返済額が増加する傾向にあり、財政運営
の困難化に拍車をかけている。
　草加市の場合は、従来から一般会計借入額を抑制しており、地方交付税へ
の依存も少なく、財源に占める市税等独自財源も多いなど、財政的自立度、
健全度は比較的高いと思われるが、これらの点がネックとなって事業選択の
自由度が制約され、また予算編成に悪戦苦闘している。地方行財政運営を本
来の財政力とは異なる部分で制約し、創意工夫の余地を狭め、独自性を奪う
一因となっていると思われる。
　このことから、政府系資金、民間資金を含めて、現行地方債制度を、
ⅰ　地方の財政力や将来見通しを含めて許容される範囲で、
ⅱ　地方が必要とする額を、
ⅲ　償還年数、金利等の選択メニューの中から、自らの裁量で選択することの
できる「地方債包括運用」制度を提案する。
　このように地方債を一定の限度内で活用できる「一般財源」とすることによっ
て、地方の裁量範囲は画期的に高まり、地域独自の行財政運営が可能となっ
て、自立度や生産性を高めることができる。平成１８年度より協議承認制への
移行が予定され、自由度が増すことが期待されるが、その改革内容は今なお不

地方自治法第５条、５条の３

　公共施設又は公用施設の建設事業
費の財源とする場合など地方財政法
第５条に規定するものについては、地
方債をもってその財源とすることがで
きるものである。
　また、地方債は、例えば、義務教育
施設整備事業、一般廃棄物処理事業
など地方団体にとって必要不可欠な
事業及び一般単独事業のように地方
団体の創意工夫による事業など事業
の性格に応じて区分し、各事業債ごと
に対象事業、充当率等について規定
をしている。

Ｃ

　地方公共団体の歳出は、地方債以外
の歳入をもってまかなうことが原則とされ
ている。地方債は後年度の財政負担をも
たらすものであることから、単年度の歳
出の財源を安易に地方債に求めるという
ような財政運営は適当でないという趣旨
から、地方財政法第５条において、地方
債を財源とすることができる場合を限定
的に列挙している。
　地方負担額又は対象事業費は、個々
の地方公共団体の財政規模と比較して
著しく多額であるため地方債以外の財源
をもって、円滑に事業を実施することが
困難か等の観点から、各事業債ごとに決
められるものである。
　充当率は、負担の均等化（施設の便益
を享受する現在の住民と後代の住民と
の間の負担調整）、地方負担額、対象事
業費に対する地方債以外の財源措置状
況、地方公共団体の財政運営の健全性
の担保について、総合的に考慮して決め
られているものである。
　これらの理由から特定財源とされてい
る地方債について、一般財源化すること
は、その趣旨に反するものであり、適当
ではない。

－ 1214 12142020 埼玉県 草加市

頑張る
自治体・
生産性
向上プ
ロジェク
ト

総務省 0410080

　和歌山市が特別会計で保有する分譲販売用土地を一般会計
で再取得し，進出事業者及び法人等に貸し付けて活用するた
め，地方債の充当を可能とし，商業施設や学校等の誘致を図
る。

　特別会計の土地を一般会計が再取
得する場合に地方債の対象としている
のは、用地特別会計が先行取得した
公共用地を、公共・公用に供するため
に一般会計が再取得する場合に限定
している。

Ｂ－２

　今後、本来は特別会計におい
て処理すべき問題であるという点
も含め、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｄ

　本件事業は、土地造成事業特別会計におい
て地域開発事業として地方債を発行して行っ
ていた分譲販売事業であり、本来は特別会計
において処理すべき問題である。
　また、地域開発事業については、独立採算
の原則に立ち、造成した土地の売却を前提と
して地方債を認めているが、地方債の償還財
源が確保される範囲内において、売却までの
間の暫定的な措置としてであれば、賃貸方式
を採ることは差し支えないものである。
　なお、一般会計での再取得について、制度
的に地方債の対象とすべきかどうかについて
は、今後検討する。

1240 12402010
　和歌
山県

和歌山
市

　地域
再生支
援措置
による
団地の
活性化

総務省 0410090

自治体が，太陽光発電新技術等フィールドテスト事業やバイオ
マス等未活用エネルギー実証試験事業（ＮＥＤＯとの共同研究
事業，ＮＥＤＯ１／２負担）を行う場合，研究資産はＮＥＤＯとの
共有となる（共同研究終了後は自治体等へは無償で譲渡され
る）。これらの事業については，従来，施設が共有財産となるこ
となどから，起債充当事業として認められていないため，自治体
負担分（１／２）を一般財源で用意しなければならず，当事業の
推進を阻害する一因になっている。このため，①研究資産を共
有とせず当初より自治体の所有とする事業の仕組みの導入，も
しくは②共有の財産でも起債可能な仕組みの構築を支援措置
として提案する。

地方財政法第５条，
地方債許可方針等

　公共施設又は公用施設の建設事業
費の財源とする場合においては、地方
債をもってその財源とすることができ
る。

Ｂ－２

　太陽光発電新技術等フィールド
テスト事業等の制度の内容や実
態を精査の上、地方財政法第５
条第５号に該当するか否かにつ
いて検討する。

Ｄ

　地方公共団体が行う、学校、庁舎等の公
共、公用施設の一部を構成する設備の建設
事業については、地方財政法第５条第５号に
該当するものとして、適債性を認めている。
　なお、共有財産であっても、公共、公用施設
であると認められるものの建設事業費につい
ては、地方債の対象となるものである。

1251 12512010
鹿児島
県

鹿児島
県

新エネ
ルギー
の導入
促進に
よる地
域再生

総務省 0410100

平成１０年度事業完了した国営農地開発事業の地元負担金の
償還にあたっては、現下の厳しい財政事情の中で、その償還は
国営事業実施市町村に重くのしかかっています。
農業者の自立と町財政の健全化のため、負担金の償還金を過
疎対策事業債など適債事業として認めて頂きたい。

国営農地開発事業など国営土地改良
事業に係る市町村負担金について
は、過疎地域自立促進特別措置法第
１２条及び同法施行令第６条に規定す
る過疎対策事業債充当対象事業に含
まれていないため、過疎対策事業債
の対象としていない。
なお、事業完了年度の翌年度に一括
して支払う方法によるものに限り、平
成１４年度から一般公共事業債の対
象としている。

Ｂ－２

国営土地改良事業に係る市町村
負担金については、過疎対策事
業債の対象としていないが、当該
負担金を事業完了年度の翌年度
に一括払いする場合について
は、地方財政法第５条第５号に該
当し、一般公共事業債の対象と
しているところである。
今後、要望内容等を精査の上、
検討する。

①Ｄ
②Ⅲ－２

①　国営農地開発事業に係る市町村負担金
については、事業完了後において、市町村が
償還すべき額を一括して支払う場合には、一
般公共事業債の対象となるものであり、過疎
団体については、過疎対策事業債の対象とな
るものである。
②　当該負担金を割賦払いする場合について
は、建設に要した費用を後年度に繰り延べる
という意味で、起債をしてこれを償還していくこ
とと同じであると認められるところであり、現
在、地方債の定時償還費に起債を認めていな
いのと同様、当該割賦金について起債を充当
することはできないとの理由から、地方債の
対象にしていないところである。

1269 12692010 岩手県 藤沢町
農村再
生計画

総務省 0410110
土地開発公社が取得造成した土地を町が取得して進出する企
業に貸しつけができるようにするため、町が土地開発公社から
取得するための資金を起債事業の対象にする。

地方自治法第230条（地方債）
地方財政法第５条の3

　土地開発公社が取得した土地を地
方公共団体が再取得し、民間企業に
貸し付ける場合には、土地開発公社
の経営健全化の観点から、経営健全
化計画に基づき行うものに限定して地
方債を認めている。

Ｂ－２

　土地開発公社が長期間保有す
る土地の利息累増防止のため、
土地開発公社の経営健全化の
観点から、経営健全化計画に基
づき行うものに限定して地方債を
認めている。今後、要望内容等を
精査の上、対応を検討する。

Ｄ

　土地開発公社経営健全化対策の一環とし
て、民間に貸し付けて有効活用するもので一
定の要件を満たすものについては対応可能で
ある。

1287 12872010 福島県 桑折町

工業用
地の有
効活用
による
地域再
生計画
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総務省 0410120

　地域再生計画の支援措置の一つであるリニューアル債は、公
共施設の大規模なリニューアルにのみ適用されますが、民間の
施設をリニューアル（軽易なリニューアルを含む）し、その後市が
当該箇所を賃貸して公共施設として供用する場合にも措置され
るよう制度の拡充を提案します。
　なお、リニューアル債により整備された施設については、利用
者数や周囲への波及効果を調査、検証し、事業効果を的確に
把握するものとします。

地域活性化事業債に関する取
扱要領（平成15年4月21日総財
地第146号）
1-（12）既存施設の改良、改築
等
　公共施設の新築に限らず、既
存の施設の増築や改築、大規
模な模様替等のリニューアル事
業についても、既存の施設の機
能に新しい機能を大幅に附加
し、あるいは、構造を大きく変え
るなど実質的な内容があるもの
は対象とするものであること。し
たがって、単なる床、壁等の張り
替え、施設内の照明施設の取り
替え、空調等各種設備の追加
等、維持補修程度の事業は対
象としないものであること。（以
下省略）

　地方公共団体が実現しようとしてい
る地域経済の活性化と地域雇用の創
造に向けた目標のために、必要不可
欠となる公共施設への転用に係る既
存の施設の増設や改築、大規模な模
様替といったリニューアル事業で、地
域活性化事業が目的とする喫緊の政
策課題の実現を図るための施設へ転
用するものとして、地方公共団体が地
域再生計画を策定し、同計画が総務
大臣の同意を得て、内閣総理大臣の
認定を受けた場合には、地域活性化
事業債の対象とする。

Ｂ－２

　現行のリニューアル債の措置
は、地方財政法第５条第５号に該
当し、かつ、地域活性化事業が
目的とする喫緊の政策課題の実
現を図るための公共施設への転
用を対象としており、民間の施設
であっても公共施設として明確に
位置づけられる場合には対象と
なるものである。
　今後、要望内容を精査の上、対
応を検討。

① Ｄ
② Ⅲ－２

①　地方財政法第５条第５号に該当し、かつ、
地域活性化事業が目的とする喫緊の政策課
題の実現を図るための公共施設への転用を
対象としており、民間が所有する施設であって
も公共施設として明確に位置づけ使用する場
合には、既存のリニューアル債の措置を受け
ることができる。
②　ただし、施設の維持補修と考えられるもの
については、地方財政法第５条第５号に該当
しないため、地方債の対象とはならない。

1303 13032010 富山県 新湊市

みなと
まちの
風情あ
ふれる
まちづく
り計画

総務省 0410130

地方鉄道を中心とした地域活性化や、鉄道の日常的な維持管
理及び運行のための補助制度を、現行制度を拡充して整備す
る。当該補助制度の活用に当たっては、沿線自治体及び地域
住民・利用者が参画する「地域交通会議」で合意を得て、地域
が一丸となって鉄道を支援する体制を構築することを条件とす
る。現行制度の拡充の内容は、以下の通りである。
(1)幹線鉄道等活性化事業費補助を、一般的な鉄道高速化等に
係る改良事業に適用可能とする。
(2)鉄道軌道近代化設備整備費補助（緊急安全対策支援）を、
日常的な安全確保のための施設維持管理にも適用できるよう
拡大する。
(3)生活交通路線維持費補助を、バスのみならず鉄道にも適用
できるよう拡大する。
(4)第三セクター都市鉄道事業者に対する地方債措置を、同等
の条件を満たす地方鉄道事業者にも適用できるよう拡大する。

　いずれの制度も、法令、告示、通達に基づ
く制度ではない。それぞれの制度の概要を添
付資料に示す。
　「幹線鉄道等活性化事業費補助」「鉄道軌
道近代化設備整備費補助」については、独
立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構法（平成十四年十二月十八日法律第百八
十号）の以下の条文が関係する。

第十二条（業務の範囲）
２ 　機構は、前項に規定する業務のほか、第
三条第一項の目的を達成するため、次の業
務を行うことができる。
一 　主要幹線鉄道又は都市鉄道に係る鉄道
施設（軌道施設を含む。）の建設又は改良に
関する事業を行う鉄道事業者に対し、当該事
業に要する費用に充てる資金の一部につい
て、予算で定める国の補助金等（補助金その
他相当の反対給付を受けない給付金であっ
て政令で定めるものをいう。以下同じ。）の交
付を受け、これを財源として、補助金等を交
付すること。
二　（略）
三 　前二号に規定するもののほか、鉄道施
設（軌道施設を含む。）の建設又は改良（これ
らに関する調査を含む。）に関する事業、鉄
道事業に係る技術の開発に関する事業、鉄
道事業の業務運営の能率化に関する措置そ
の他の鉄道事業の健全な発達を図る上で必
要となる事業又は措置を行う鉄道事業者そ
の他の者に対し、これらの事業等に要する費
用に充てる資金の全部又は一部について、
予算で定める国の補助金等の交付を受け、
これを財源として、補助金等を交付すること。

　地方公共団体の出資比率が５０％以
上の第三セクター鉄道のうち、地下
鉄、ニュータウン鉄道等の都市高速鉄
道事業について、地方公共団体の出
資等に要する経費を地方債の対象と
している。

Ｂ－２
　今後、同等の条件を満たす地
方鉄道事業者の趣旨、要望内容
等を精査の上、対応を検討する。

Ｄ

　地方公共団体が出資を行っている第三セク
ター地下鉄等事業者の経営については、本
来、当該第三セクターの自助努力によって行
われるべきものである。
　しかしながら、地下鉄等の都市鉄道につい
ては、巨額な初期投資に伴い資本費負担が
相当重いことなどから、地方公共団体による
地下鉄整備が公営企業を主体として進められ
てきた経緯を踏まえ、地方公共団体の出資比
率が５０％以上の公営企業に準ずる第三セク
ター地下鉄等の事業については、限定的に地
方債（公営企業債）措置を講じているものであ
る。
　また、地方鉄道についても、地方公共団体
の出資比率が５０％以上で独立採算性が認
められる場合には、公営企業に準ずる第三セ
クターとして、公営企業債の対象となり得るも
のである。
　なお、当該第三セクターが公営企業に準ず
る位置づけがなされない場合であっても、当
該第三セクターに対する地方団体の出資又は
補助については、地方財政法第５条第２号又
は第５号に該当する場合は、地方債の対象と
なり得るものである。

1310 13102010 石川県

道下喜
美子,
浅井園
子

能登半
島活性
「ようこ
そ奥能
登鉄道
100万人
計画」構
想

総務省 0410140

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、事業費も大きくなものとなる。従って
厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困難な
ところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の
設置に対して補助事業が実施されているために本来市街地を
形成している区域は下水道事業のほうが効率が良いにもかか
わらず、管渠の不要な小型合併浄化槽の設置を行っている。こ
の結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的
達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を
何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはる
かに高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると
１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進
させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1332 13322010 東京都

土壌浄
化法事
業推進
連合会

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府予算
案への
反映の
分類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千
円)

構想
（プロ
ジェク
ト）管理
番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想
（プロ
ジェク
ト）の名
称

総務省 0410150

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、過大計画となり事業費も大きなもの
となる。従って厳しい財政の市町村では下水道事業に着手する
ことが困難なところも出はじめている。また、環境省では小型合
併浄化槽の設置に対して補助事業が実施されているために本
来温泉街の市街地を形成している区域は下水道事業の方が効
率が良いにもかかわらず、議会から管渠の不要な小型合併浄
化槽の方が安価な事業費となるという質問が出され、設置を要
望されることも多くなっている。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1336 13362010 山梨県

下部町
(平成16
年9月
13日町
村合併:
身延町)

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想

総務省 0410160

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、事業費も大きくなものとなる。従って
厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困難な
ところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の
設置に対して補助事業が実施されているために本来市街地を
形成している区域は下水道事業のほうが効率が良いにもかか
わらず、管渠の不要な小型合併浄化槽の設置を行っている。こ
の結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的
達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を
何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはる
かに高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると
１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進
させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1338 13382010 長崎県 宇久町

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想

総務省 0410170

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、事業費も大きくなものとなる。従って
厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困難な
ところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の
設置に対して補助事業が実施されているために本来市街地を
形成している区域は下水道事業のほうが効率が良いにもかか
わらず、管渠の不要な小型合併浄化槽の設置を行っている。こ
の結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的
達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を
何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはる
かに高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると
１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進
させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1351 13512010 長崎県
三井楽
町

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府予算
案への
反映の
分類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千
円)

構想
（プロ
ジェク
ト）管理
番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想
（プロ
ジェク
ト）の名
称

総務省 0410180

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、事業費も大きくなものとなる。従って
厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困難な
ところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の
設置に対して補助事業が実施されているために本来市街地を
形成している区域は下水道事業のほうが効率が良いにもかか
わらず、管渠の不要な小型合併浄化槽の設置を行っている。こ
の結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的
達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を
何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはる
かに高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると
１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進
させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1360 13602010 山梨県

身延町
(平成16
年9月
13日町
村合併:
身延町)

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想

総務省 0410190

・下水道事業による恩恵は住民に公平に与えられるべきもので
あるため縦割りの補助事業の弊害を解除して、下水道未整備
人口に対する国からの補助金や地方交付税の措置が行われる
ように要望する。
・下水道事業における縦割りの補助事業の問題点として、国土
交通省は下水道法で実施し、農林水産省や環境省等は浄化槽
法で実施されている。この縦割りの補助事業であるために国土
交通省の補助事業では採択要件に合致させるために無理矢理
区域を拡大することになり、事業費も大きくなものとなる。従って
厳しい財政の市町村では下水道事業に着手することが困難な
ところも出はじめている。また、環境省では小型合併浄化槽の
設置に対して補助事業が実施されているために本来市街地を
形成している区域は下水道事業のほうが効率が良いにもかか
わらず、管渠の不要な小型合併浄化槽の設置を行っている。こ
の結果、下水処理場であれば数ヶ所の維持管理を行えば目的
達成できるにもかかわらず浄化槽の維持管理や汚泥の処理を
何千ヶ所も行うことが必要になり、下水道での維持管理よりはる
かに高い金額となっている。
・下水道未整備人口に対して１人当り１２０万円が必要とすると
１万人で１２０億円の事業規模になり地域経済の活性化を促進
させることができる。
・下水道事業は敷地内の配管工事や水洗トイレへの改造、台所
や風呂などの改修工事を伴うことが多く、個人の消費を拡大し、
地域の経済を活性化することにつながる。

地方交付税法 別紙のとおり B-2
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な地
方財政措置を
講じて参りた
い。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、汚水
処理施設整備交付金（仮称）に対し従来と同
等の交付税措置を行って参りたい。

1361 13612010 群馬県 明和町

フレッ
シュ下
水道事
業によ
る地域
経済活
性化構
想

総務省 0410200

　下水道事業は，一般的に国庫補助金，地方自治法を根拠とす
る地方債，一般市費，府県費（補助金），接続による受益者負担
金，終末処理場が供用した後の使用料等を財源として，終末処
理場，管渠等の建設，地方債の償還，施設の維持管理を行って
いる。このうち地方債の元金償還の据置期間は５年となってお
り，事業主体となる市町村においては建設費が大きくなる時期
に起債の償還が始まることとなる。起債償還に対応せざるを得
ないため，市町村によっては十分な建設費が確保できず，事業
の長期化にともなう建設費の増大，接続率の低下，それにより
安定した料金収入等の確保が図れないなどの事業効果を低下
させるような問題が生じている。鹿児島県の下水道処理人口普
及率は，平成14年度末で，全国平均の65.2％に対し，34.5％で，
全国第40位と低く，普及率の向上が課題となっている。このた
め，人口５万人以下の市町村については建設費の集中投資に
より10年程度で事業が完了できる規模であることから，起債償
還の据置期間を現行の５年から10年に延長することにより，建
設費の集中投資による事業の早期完了，事業期間の短縮によ
る総建設費の削減，接続義務（３年以内）の厳格運用も併せて，
さらに安定した料金収入等の確保など効率的な事業執行が可
能となり，下水道処理人口普及率の向上が図られる。下水道の
普及促進により，環境への負荷が低減され，良好な居住空間や
水辺空間が実現し，個性とうるおいのあるまちづくりの形成が期
待される。

政府資金　償還期間３０年
　　　　（据置期間５年）
公庫資金　償還期間２８年以内
　　　　（据置期間５年以内）

Ｄ
別添資料のとおり

　ご要望の償
還開始期間
の延長理由
は、返済のた
めの資金不
足にあると
伺っている。
据置期間（５
年）後の起債
の償還につい
ては、資本費
平準債の活
用によりご懸
念の資金
ショートは回
避できるもの
と考えてい
る。平成１６年
度より償還元
金についても
その対象とさ
れたのでご活
用いただきた
い。

－ 1424 14242010
鹿児島
県

鹿児島
県

生活環
境整備
スピード
アップ計
画
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省庁名
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コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
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名
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（プロ
ジェク
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称

総務省 0410210

　国土交通省の補助による下水道事業を実施する場合、地方
財政法により地方債の発行に制限が加えられている。公債費比
率が２０％以上になると起債が制限され下水道事業という社会
資本整備が具体化できないところもある。
　土壌浄化法は土壌の持つ自然エネルギーを利用した省エネ
ルギー型汚水処理技術となっているため、建設金額も維持管理
金額も安価にできるという実績を持つ。すでに供用開始されて
いるところでは、下水道収入によって維持管理を行い残った金
額を起債の償還に充当することができるようになっているため、
この実績をもとに下記のような仕組みを提案する。
　・5000人以上の処理区域が対象
　・2000ｍ3／日以上の流入水量を確保できる区域が対象
　・受益者負担金を建設時単費負担金に充当
　・下水道料収入で維持管理を行い、残った金額を起債の償還
に充当する
　・初期の資金ショートの部分を金融機関の融資を受けて実施
する
上記内容を具体化すると、自治体は下水道料金と受益者負担
金を収入として受けて、そこから建設時単費負担金と
起債の償還を行って残金を共同企業体に渡す。
　ダッシュ下水道事業が実施できると自治体の負担を大幅に軽
減することができ、住民の要望する下水道を具体化す
ることができる。
　ダッシュ下水道事業によって５万人以下の普及率を全国平均
６２％を上回るものにすることができる。

　地方公営企業のうち、多額の赤字を
有し又は料金その他の収入の確保を
怠り若しくは給与その他経費支出の状
況が著しく適正を欠くものであって、か
つ、経営の健全化のために必要な努
力を払わないものについては、その状
況に応じ、地方債の額について制限す
るものとされている。
　なお、公債費比率の大小によって起
債を制限する制度とはなっていない。

Ｅ 制度の現状と同様 － 1335 13352010 東京都

土壌浄
化法事
業推進
連合会

ダッシュ
下水道
事業に
よる地
域経済
活性化
及び民
間活力
導入構
想

総務省 0410220

　国土交通省の補助による下水道事業を実施する場合、地方
財政法により地方債の発行に制限が加えられている。公債費比
率が２０％以上になると起債が制限され下水道事業という社会
資本整備が具体化できないところもある。
　土壌浄化法は土壌の持つ自然エネルギーを利用した省エネ
ルギー型汚水処理技術となっているため、建設金額も維持管理
金額も安価にできるという実績を持つ。すでに供用開始されて
いるところでは、下水道収入によって維持管理を行い残った金
額を起債の償還に充当することができるようになっているため、
この実績をもとに下記のような仕組みを提案する。
　・身延処理区は、2700m3/日の流入水量を確保できる
　・受益者負担金を建設時単費負担金に充当
　・下水道収入で維持管理を行い、残った金額を起債の償還に
充当する
　・初期の資金ショートの部分を金融機関の融資を受け、建設
着手から10年間を民間資金を導入し運営を委託する
上記内容について民間資金の提案を土壌浄化法事業推進連合
会が行っているため、身延町では初期の財政負担を軽減するた
めに具体化したい。

　地方公営企業のうち、多額の赤字を
有し又は料金その他の収入の確保を
怠り若しくは給与その他経費支出の状
況が著しく適正を欠くものであって、か
つ、経営の健全化のために必要な努
力を払わないものについては、その状
況に応じ、地方債の額について制限す
るものとされている。
　なお、公債費比率の大小によって起
債を制限する制度とはなっていない。

Ｅ 制度の現状と同様 － 1334 13342010 山梨県

身延町
(平成16
年9月
13日町
村合併:
身延町)

ダッシュ
下水道
事業に
よる地
域経済
活性化
及び民
間活力
導入構
想

総務省 0410230

合併特例債の適用範囲を広げ、今までの利率が高く、地方交付
税算入が低い地方債の借換えを行う。このことにより、地方自
治体が財政の健全化を図ることはもちろんのこと、全国の自治
体へ市町村合併の推進を行うことができる。

市町村の合併の特例に関する
法律第１１条の２
合併特例事業推進要綱
合併特例事業取扱要領

合併市町村が市町村建設計画に基づ
いて行う合併特例法第１１条の２の規
定に規定する事業のうち、当該市町村
の合併に伴い特に必要と認められるも
のに要する経費については、地方債を
もってその財源とすることができる。

Ｃ

  合併特例債は、法律の規定に
もあるように、市町村建設計画に
盛り込まれた事業のうち、合併に
伴い特に必要と認められるもの
に要する経費を対象とするもの。
提案の内容は、合併特例債のこ
の創設の趣旨にそぐわないもの
であり、対象とすることは困難。

－ 1364 13642010 山梨県 塩山市

新市の
財政健
全化構
想

総務省 0410240

合併特例債で地方債の借換えが可能になった場合、補償金の
支払いが義務づけられるが、結果として利子の二重払いの形に
なるので、合併特例債の場合のみ減免措置を講じる。このこと
により地方自治体の財政の健全化を図るとともに全国の自治体
へ市町村合併の推進を行うことができる。

市町村の合併の特例に関する
法律第１１条の２
合併特例事業推進要綱
合併特例事業取扱要領

合併市町村が市町村建設計画に基づ
いて行う合併特例法第１１条の２の規
定に規定する事業のうち、当該市町村
の合併に伴い特に必要と認められるも
のに要する経費については、地方債を
もってその財源とすることができる。

Ｃ

　提案にある合併特例債による
地方債の借換えは、合併特例債
の創設の趣旨にそぐわないもの
（なお、管理コード0410230を参
照）。

－ 1364 13642020 山梨県 塩山市

新市の
財政健
全化構
想

総務省 0410250

各自治体の会計区分は、一般会計と特別会計とがあるが、特
別会計中、国民健康保険、老人保健、介護保険は、市民へ保
健・福祉・医療を提供する重要な会計である。これらの中には、
単年度収支が赤字のものもあり、財政構造自体が脆弱である。
国民健康保険事業特別会計の場合、年々被保険者は増加し、
財政状況を悪化させており、そのため特別積立金も国や県の定
める基準に達していないのが実状である。この実状を打開し、
財政を健全化するため合併特例債を一般会計での市町村振興
のためだけではなく、各特別会計の特別積立金の財源としても
使えるようにする。

市町村の合併の特例に関する
法律第１１条の２
合併特例事業推進要綱
合併特例事業取扱要領

合併市町村が市町村建設計画に基づ
いて行う合併特例法第１１条の２の規
定に規定する事業のうち、当該市町村
の合併に伴い特に必要と認められるも
のに要する経費については、地方債を
もってその財源とすることができる。

Ｃ

  合併特例債は、法律の規定に
もあるように、市町村建設計画に
盛り込まれた事業のうち、合併に
伴い特に必要と認められるもの
に要する経費を対象とするもの。
提案の内容は、合併特例債のこ
の創設の趣旨にそぐわないもの
であり、対象とすることは困難。

－ 1364 13642030 山梨県 塩山市

新市の
財政健
全化構
想
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総務省 0410260

合併特例債を財源とする基金の造成について、各自治体が事
業を行うにあたり、基金の現在高が多いほうが財政の健全な運
営が可能であるが、現行の制度では利子のみの運用に使途が
制限されており、基金の積み立てが十分行えず、財政的に年々
厳しくなっているのが現状である。このことから積み立てた基金
自体を取り崩し、幅広い運用を行うことで、さらなる財政の健全
化を図る。

1.地方自治法　第241条（基金）
2.市町村の合併の特例に関する
法律　第11条の2（地方債の特
例等）
3.地方財政法　第5条（地方債の
制限）
4.地方交付税法　（附則）第5条
（特別の地方債に係る償還費の
基準財政需要額への算入）
5.市町村合併の推進のための
地方財政措置の拡充について
（平成11年8月19日自治振第100
号）
6.合併特例事業推進要綱
7.合併特例事業取扱要領

　合併市町村が市町村建設計画に基
づいて行う合併特例法第１１条の２の
規定に規定する事業のうち、当該市町
村の合併に伴い特に必要と認められ
るものに要する経費については、地方
債をもってその財源とすることができ
る。

Ｃ

　提案にある基金は、合併後の
一定期間活用されることを目的と
して、法律により特に基金を積み
立てるために地方債を財源とす
ることを認められたものであり、
基金造成後すぐに取り崩すこと
は、積立てのためという法律の趣
旨を没却することとなり問題であ
ることから、対象とすることは困
難。

Ｄ

　提案にある基金は、合併後の一定期間活用
されることを目的として、法律により特に基金
を積み立てるために地方債を財源とすること
を認められたものであり、基金造成後すぐに
取り崩すことは、積立てのためという法律の趣
旨を没却することとなり問題であるが、他方、
当該基金を活用して実施するソフト事業が半
永久的に継続されるわけでもないことから、今
後何らかの対応ができないか検討。

1364 13642040 山梨県 塩山市

新市の
財政健
全化構
想

総務省 0410270

市町村合併後、地域住民の連帯の強化、または合併関係市町
村の区域における地域振興等のための基金については、合併
特例債を起こせることになっているが、これらの事業について基
金の造成のみでなく、一定の基準を設ける中で地方債を起こせ
るものとする。

市町村の合併の特例に関する
法律第１１条の２
合併特例事業推進要綱
合併特例事業取扱要領

合併市町村が市町村建設計画に基づ
いて行う合併特例法第１１条の２の規
定に規定する事業のうち、当該市町村
の合併に伴い特に必要と認められるも
のに要する経費については、地方債を
もってその財源とすることができる。

Ｃ

合併特例債に限らず、地方債の
対象は、住民負担に関する世代
間の公平等の観点から、一般的
に後年度にわたって長期に効用
を及ぼすものに限られるものであ
り、直接ソフト事業を対象とするこ
とは困難。

－ 1364 13642050 山梨県 塩山市

新市の
財政健
全化構
想

総務省 0410280

国や都道府県などが実施する事業を新市建設計画に登載する
ことにより合併特例債の対象とできるようにする。また、合併特
例債を有効に活用するため、対象となる事業の事業主体に貸
付ができるようにする。

市町村の合併の特例に関する
法律第１１条の２
合併特例事業推進要綱
合併特例事業取扱要領

合併市町村が市町村建設計画に基づ
いて行う合併特例法第１１条の２の規
定に規定する事業のうち、当該市町村
の合併に伴い特に必要と認められるも
のに要する経費については、地方債を
もってその財源とすることができる。

Ｃ

　国及び都道府県事業への市町
村負担金については、合併特例
債の要件を満たす場合には対象
となりうるもの。ただし、地方財政
法により市町村にその整備費用
を負担させてはならないこととさ
れている経費については、そもそ
も市町村負担とすることは困難。
また、転貸債は、そもそもその元
利償還金が回収されるものであ
ることから、交付税措置を講ずる
ことは考えられないもの。

－ 1379 13792010 京都府
京丹後
市

市民参
加によ
る幹線
道路整
備促進
構想
～みん
なの道
路。「つ
くってほ
しい」か
ら「みん
なでつく

総務省 0410290
地域再生事業債を転貸債として、民間企業に対し、無利子・低
利子貸付を行う。

地方財政法
第５条第１項等

　貸付金については、原則として、地
方債の利子相当額も含めた回収確実
性を客観的に確認できるものは、地方
財政法第５条第２号の地方債を認め
ており、地域再生事業債を充当できる
ものである。

Ｂ－２

　転貸債が認められる場合には、
地域再生事業債の充当が可能で
ある。
　今後、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｄ

　貸付金については、貸付金の回収確実性を
客観的に確認できる場合は、地方財政法第５
条第２号に該当するものであり、その場合に
は、地域再生事業債も充当できるものであ
る。

1458 14582010 富山県 富山県

環日本
海交流
拠点み
なと再
生事業

総務省 0410300

○広域かつ長期の戦略的プロジェクト投資のための資金調達
手段として、「関西州(産業再生)特区」が「関西債(仮称)」を発行
し、元利償還するために必要な法的措置を行うこと。

○「特区」を地方自治法上の広域連合とした場合、課税権を付
与し、独自課税により元利償還を行えるようにすること。

地方税法第１条、第２条
地方自治法
地方財政法

道府県又は市町村は、地方税法の定
めるところによって、地方税を賦課徴
収することができる。
地方債を起こすことができる団体は、
都道府県、市町村、特別区、地方公共
団体の組合及び地方開発事業団に限
定されている（地方自治法第２３０条、
２８３条、２９２条、３１４条）。
また、公共施設又は公用施設の建設
事業費の財源とする場合など地方財
政法第５条に規定するものについて
は、地方債をもってその財源とするこ
とができるものである。

Ｂ－２
（課税
権につ
いては
Ｃ）

関西債（仮称）の発行について
は、今後、関西州特区の組織形
態をはじめ、要望内容等を精査
の上、対応を検討する。
課税権の問題については、概算
要求とは無関係。なお、法定外税
については、各地方団体におい
て法定外税を創設し、その税収を
広域連合に拠出すれば足りると
考えられ、現状で国－都道府
県ー市区町村の三層となってい
る租税構造をあえて複雑化する
ことは避けるべき。

Ｄ（課税権
について
はＣ）

　本件は、関西州特区を広域連合と位置付け
る前提での話であり、広域連合については、
地方自治法第２９２条に規定する地方公共団
体の組合に該当するため、普通地方公共団
体に関する規定を準用し、同法第２３０条に基
づき、地方債を起こすことができる。

1473 14732010

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関
西経済
連合
会､(社)
関西経
済同友
会､関
西経営
者協
会､
大阪商
工会議
所､京
都商工
会議
所､神
戸商工
会議所

地域再
生ボンド
の発行
と郵貯
資金の
地元還
元

総務省 0410310

○郵貯・簡保資金の運用基準を改定し、預入または払込された
額の一定割合を当該地元で運用する地元還元枠を設定し、「関
西（産業再生）特区」が発行する「関西債(仮称)」やその他の地
方債の引き受けを行うこと。

○日本郵政公社法（第41条及び
第45条）
○郵便貯金法（第69条）
○簡易生命保険法（第88条）
○郵便貯金法施行規則（第7条）
○簡易生命保険法施行規則（第
7条）

　日本郵政公社は、郵貯・簡保資金に
よる地方公共団体に対する運用とし
て、法令に基づき実施する直接貸付
及び市場を通じた地方債運用（引受け
を除く）を行っている。

Ｃ

　郵貯・簡保の資金運用は、郵政
公社による市場運用を原則として
いることから、本提案の実施は困
難。また、例外的に政府の枠組
みの中で地方公共団体への貸付
けを実施しているところである
が、本提案の具体的内容が、現
在の政府の枠組みの中において
どのような位置づけとなるのか不
明確であり、現時点において検
討は困難。

－ 1473 14732020

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関
西経済
連合
会､(社)
関西経
済同友
会､関
西経営
者協
会､
大阪商
工会議
所､京
都商工
会議
所､神
戸商工
会議所

地域再
生ボンド
の発行
と郵貯
資金の
地元還
元
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称

総務省 0410320

民法第３４条に規定する公益法人の設立にあたり、事業の目的
及び公益性を勘案し地方公共団体が出えんする場合には、そ
の全部又は一部に地域再生事業債を充当することを可能とす
る。

　出資（出えん）については、出資先の
法人に出資に相当する回収されるべ
き資本が存在し、将来的に維持される
こと等が客観的に確認できるものは、
地方財政法第５条第２号の地方債を
認めており、地域再生事業債を充当で
きるものである。

Ｂ－２

　出資債が認められる場合には、
地域再生事業債の充当が可能で
ある。
　今後、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｅ

　本件については、平成１８年度以降の地域
再生事業債の適用を予定されているが、平成
１８年度以降に地域再生事業債の制度がある
かどうかは、現時点では未定であるため、規
制自体が存在しない。
　なお、出資（出えん）金については、出資先
の法人に出資に相当する回収されるべき資本
が存在し、将来的に維持されること等が客観
的に確認できる場合は、地方財政法第５条第
２号に該当するものであり、その場合には、地
方債を充当可能である。

1486 14862020 愛知県

豊川
市､ひま
わり農
業協同
組合､
豊川宝
飯地区
農政企
画協議
会

アグリー
トエコ
サー
キュ
レーショ
ン構想
～農（ａ
ｇｒｉｃｕｌｔ
ｕｒｅ）と
食（ｅａｔ）
と環境
（ｅｃｏｌｏ
ｇｙ）の
循環（ｃｉ
ｒｃｕｌａｔｉ
ｏｎ）によ
るまち
づくり～

総務省 0410330

　東海地震発生の可能性が懸念される中、当市においても地域
防災計画を策定し、各種防災活動の総合的かつ計画的な実施
を図っており、現在市内小中学校をはじめ、民間住宅に対する
耐震補強、診断を重点事業として取り組んでいる。災害時の市
民の生命や財産を保護し、被害を最小限に軽減するため、今後
更なる取り組みを推進する必要があるが、その際次の様な問題
点が考えられる。

①各公共施設や民間住宅などに関する国庫補助負担金は、同
一の目的であっても、所管省庁がその施設の管轄ごとに分散さ
れている。その他、道路、鉄道、電力、上下水道、ガス等のライ
フライン整備についても同様の状態である。したがって、各分野
での耐震に対する一体整備を実施する際にも、その手続きに膨
大な事務量を要すことが足かせとなり、効率的な資金運用の弊
害となっているだけでなく、計画的なまちづくりが実施しにくい状
況にあり、地域裁量が発揮しにくい。
②国の財政措置は、対象施設によっては国庫補助負担金では
なく、起債対象としてその事業を認めているものもあるが、現在
の市の財政状況では起債による事業実施には限界があり、事
業進捗が遅れる、または滞ることが想定される。

　現実として、単一の自治体においても、各地区ごとにコミュニ
ティーが形成され、防災時の取り組みや利用施設も市内全域で
統一ではない。従って、市内の公共施設等を「点」で整備するの
ではく、各エリアごとに必要な避難所、病院等を「面」としてとら
え、総合的に整備していくことが必要であり、国庫負担補助金が
一元化されることで、自治体の裁量において、地域の特性に合
わせた耐震事業が計画的に実施できる。

Ｅ

本要望で一元化の対象とされて
いる公共施設・民間住宅・ライフ
ライン整備については当庁に該
当補助金が無く、対応できない。

－ 1509 15092010 愛知県 犬山市

犬山安
心・安全
まちづく
り推進
構想

総務省 0410340

　工業用水道事業にかかる政府債については、公庫債のような
借換制度がないため、現状でも７％以上の金利の負債がある。
また、公庫債については、借換制度はあるものの７％以上の金
利のものに限られており、三重県では借換の対象となる公庫債
はない。
　工業用水道事業にかかる高金利政府債を現状に則した金利
の政府債に借換ができる制度の創設および公庫債の借換制度
の改正を提案する。

「平成１６年度の公営企業借換
債の取扱いについて」（平成１６
年４月２０日付け総務省自治財
政局公営企業課長等通知）

　工業用水道事業における公営企業
借換債（公庫資金が充当されているも
のに限る。）については、自然条件等
により建設改良費が割高となったた
め、資本費が全国平均を著しく上回っ
ている工業用水道施設等について、
借換えを行っているところである。
※具体的な要件については、別添資
料を参照のこと。

Ｂー２

平成17年度の予算要求として、
現行の公営企業借換債制度にお
いて、公庫の経営状況や地方公
共団体からの要望を踏まえつ
つ、全国一律の制度として借換
枠の増額及び金利等の要件の緩
和を要求していくことについて検
討する。

Ⅲ－２

　公営企業借換債は、地方公営企業の金利
負担の軽減のために特に厳しい経営状況に
ある地方公営企業に対して措置しているもの
であるほか、長期で安定した資金を地方公共
団体へ供給するという公庫資金の基本的な機
能の維持を前提に措置しているものであり、
要望のあった団体に対して個別に措置する形
式には馴染まないものであることから、地域
再生にかかる支援措置として予算要求を行わ
なかったもの。
　しかしながら、平成17年度の予算案（公庫予
算案）において、公庫の経営状況や地方公共
団体からの要望を踏まえ、全国一律の制度と
して現行の公営企業借換債の利率要件の引
き下げを行っている（⑰利率6.0％以上（⑯利
率7.0％以上））。

1584 15842030 三重県

三重
県､四
日市
市､四
日市港
管理組
合

四日市
臨海部
地域再
生計画
（仮称）

総務省 0410350
　市町村が民間の空き店舗などを借り上げ再生するための改
修・改築する費用について地域活性化債の対象とする。

地方財政法第５条

　地方公共団体が実現しようとしてい
る地域経済の活性化と地域雇用の創
造に向けた目標のために、必要不可
欠となる公共施設への転用に係る既
存の施設の増設や改築、大規模な模
様替といったリニューアル事業で、地
域活性化事業が目的とする喫緊の政
策課題の実現を図るための施設へ転
用するものとして、地方公共団体が地
域再生計画を策定し、同計画が総務
大臣の同意を得て、内閣総理大臣の
認定を受けた場合には、地域活性化
事業債の対象とする。

Ｂ－２

　現行のリニューアル債の措置
は、地方財政法第５条第５号に該
当し、かつ、地域活性化事業が
目的とする喫緊の政策課題の実
現を図るための公共施設への転
用を対象としており、民間の施設
であっても公共施設として明確に
位置づけられる場合には対象と
なるものである。
　今後、要望内容を精査の上、対
応を検討。

Ｄ

　地方財政法第５条第５号に該当し、かつ、地
域活性化事業が目的とする喫緊の政策課題
の実現を図るための公共施設への転用を対
象としており、民間が所有する施設であっても
公共施設として明確に位置づけ使用する場合
には、既存のリニューアル債の措置を受ける
ことができる。

1630 16302010 茨城県 茨城県

地域コ
ミュニ
ティ再
生プロ
ジェクト
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総務省 0410360

【その他】
既存建物を撤去し，その敷地に将来サッカーグランド等を整備
する場合に，当該既存建物の撤去費用を起債によることを可能
とする。

○地財法第５条
　(地方債の制限）
○平成１６年度の地方債許可方
針の運用について（総務事務次
官通知）

　既存施設の解体工事に要する経費
については、原則として、既存建物を
撤去しなければ、施設の新増築ができ
ない場合等新施設の建設事業を実施
するために直接必要と認められる場合
で、かつ、当該年度に新施設の建設
事業を行うもの及び次年度に新施設
建設が確実に行われる見込みのある
ものについて、新施設の建設事業と一
体の事業として該当の事業債の対象
とする。

Ｂ－２

　既存施設の解体工事に要する
経費で、新施設の建設事業と一
体の事業と認められるものにつ
いては、地方財政法第５条第５号
に該当し、起債の対象となるもの
である。
　今後、要望内容等を精査の上、
対応を検討する。

Ｄ

　既存施設の解体工事については、近い将来
（原則として解体工事を行う年度又はその次
年度）、確実に新施設の建設事業が行われる
ことが客観的に認められる場合には、新施設
の建設事業と一体の事業として地方債の対
象となる。

1633 16332010 茨城県 茨城県

カシマス
ポーツ
交流空
間創造
プロジェ
クト

総務省 0410370

稲城市では、救急医療届出者・緊急通報システム等で災害弱
者や健康状態に不安のある市民の住所や傷病名・かかりつけ
医療機関を事前にデータベース化し、迅速な対応ができる独自
の事業を展開している。現在、消防本部内でデータを蓄積して
いるが、これに加えて、本部と救急自動車内との情報ネットワー
クを組み情報共有をし、より迅速な対応を行いたい。このために
現在、救急高度化資機材緊急整備事業や高機能消防指令セン
ター総合整備事業において、交付対象となっていない情報共有
のための資機材についても交付対象となるよう交付内容の拡充
あるいは柔軟化をして欲しい。

予算補助

ご提案の「情報共有のための資機材」
整備については、現行の補助メニュー
の中にある消防救急無線で対象と
なっている。

Ｄ
消防救急無線については、来年
度予算においても要求していると
ころ。

Ｃ

ご提案の「情報共有のための資機材」整備に
ついては、現行の補助メニューの中にある消
防救急無線で対象となっているが、携帯回線
を使用するものについては、消防救急無線で
はないため、補助対象とはならない。なお、消
防補助金は、全国的又は政策的に整備が必
要なもの等に対して補助を行っておるところで
あり、特定の団体のみのために補助制度を運
用することは困難。

1021 10212010 東京都 稲城市

高規格
救急車
とITで
「安心・
安全」な
まちづく
り

総務省 0410380

　自治体病院機能再編成に当たり、病院から診療所に機能を転
換した場合、交付税の算定上大幅な減額となることから、各自
治体で機能転換を躊躇する要因となっている。
　このことから、診療所に転換した後の一定期間、病院と同等の
交付税措置を講ずる激変緩和の経過措置を実施する。

地方交付税法
普通交付税に関する省令

病院、診療所の運営に係る経費につ
いて普通交付税に算入している。ま
た、救急告示病院、不採算地区病院
については特別交付税に算入してい
る。

B-2
診療所については箇所数に応じ
て普通交付税に算入している
が、今後、対応を検討する。

Ⅳ
地方交付税法改正法案の成立を受け、提案
の趣旨に沿った形で対応して参りたい。

1153 11532040 青森県 青森県

自治体
病院機
能再編
成の推
進によ
る地域
医療体
制の再
生構想

総務省 0410390

歴史的地域地図資料等の保存・公開を行うために、地域文化デ
ジタル化事業（デジタルミュージアム構想）等のデジタルアーカイ
ブおよびコンテンツ作成支援施策を柔軟に活用したい。
総務省が推進するデジタルミュージアム構想において、ソフト資
産（コンテンツ）に対する財政支援がとられてきた。地域の美術
館・博物館、伝統工芸館・郷土資料館に収蔵されている有形の
文化財、地域の祭礼・口承文芸などの無形の文化財などを積極
的にデジタルデータ化するための支援施策である。
具体的には、都道府県は普通交付税措置で計25億円、市町村
に対しては特別交付税措置で計10億円の総額35億円が交付さ
れている（平成13年度実績）。
しかしながら、国から各都道府県の関係部署へ通知が行われ
ているものの、
●周知の徹底がされていない（具体的に支援を必要としている
情報が部署まで届かない）。
●交付税の使途が明確に限定されていない。
●都道府県によっては市町村に対しての特効措置の方法に
様々な含みがあり、交付税の少ない地域などにおいては使いづ
らい部分がある。など様々な理由から、この施策自体を有効に
利用する余地を残していると思われる。
そこで、こうした都道府県に分配される施策を一元化し、本来の
目的である有形・無形の歴史的資料や文化財のデジタル化に
供する形としたい。

地方交付税法

地域文化財・歴史的遺産活用による
地域おこしに係る経費を地方交付税
において算入している。
【デジタルコンテンツの制作支援】
　地域の博物館や美術館等の文化施
設に保存されている有形の文化財や、
地域の祭礼等　の無形の文化財等を
デジタル・データ化する経費について、
都道府県分は普通交付税の単位費用
で措置し、市町村分は特別交付税で
措置する地方交付税措置を講じてい
る。
　特別交付税はデジタルコンテンツ作
製経費の１／２について、財政支援措
置を講じているところ。

Ｄ・Ｅ

・周知に関しては、総行情第４８
号平成１６年４月１２日付け文書
において、各団体の分差政策担
当部長、情報政策担当部長宛に
通知しているところ。今後とも同
様の取組みを行う予定。
・交付税の使途についても特別
交付税の調査の際に配布する記
載要領において記載しているとこ
ろ。
・なお、地方交付税の使途は、地
方公共団体の自主的な判断に任
されており、国がその使途を制限
した り、条件を付けたりすること
は禁じられている(地方交付税法
第３条第２項)。

－ 1354 13542010
島根県
広島県

広島大
学､(株)
ﾏｰｽ､ｺ
ﾝﾃﾝﾂ
(株)

歴史的
地域地
図資料
の保存
公開シ
ステム
構想

総務省 0410400
児童生徒の体験活動に関して保護者が負担する経費について
の税制上の優遇策を講じる。また年間を通した留学生を受け入
れる自治体にたいし、地方交付税における特別加算を措置する

該当無し

　個人住民税において、所得控除は地
方税法第34条及び第314条の２に規定
されているが、現在、提案事項にある
ような制度（山村留学のための経費を
損害保険料控除と同様な方法での所
得控除）は存在しない。
　地方交付税算定において、提案事項
のような留学生受入れに対する経費
は積算基礎としていない。

Ｃ

・単なる税財政措置を求める要望
であり、「従来型の財政措置を講
じない」とした地域再生本部決定
の趣旨に反するものである。

－ 1625 16252020 島根県 大田市

長期山
村留学
(生活・
自然体
験活動）
の推進
にかか
る諸施
策の実
施
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総務省 0410410

（地方交付税特別加算措置について）
児童生徒の活動参加に関して保護者が負担する経費について
の税制上の優遇策を講じる。また年間を通した留学生を受け入
れる自治体にたいし、地方交付税における特別加算を措置す
る。

該当無し

　個人住民税において、所得控除は地
方税法第34条及び第314条の２に規定
されているが、現在、提案事項にある
ような制度（山村留学のための経費を
損害保険料控除と同様な方法での所
得控除）は存在しない。
　地方交付税算定において、提案事項
のような留学生受入れに対する経費
は積算基礎としていない。

Ｃ

・単なる税財政措置を求める要望
であり、「従来型の財政措置を講
じない」とした地域再生本部決定
の趣旨に反するものである。

－ 1625 16251012 島根県 大田市

長期山
村留学
(生活・
自然体
験活動）
の推進
にかか
る諸施
策の実
施

総務省 0410420

　生活排水処理施設整備の最終的な目的は河川等の水質改善
であるが、県の汚水処理構想や町の生活排水処理計画などと
整合を取りながら、様々な要件を付した施設整備を組み合わせ
て推進しなければならず、現行制度の下では、事業の実施段階
においての地区レベル、更には小規模の集落レベルでの適切
な生活排水処理施設の選択は困難である。この場合、前述の
構想や計画の変更、事業ごとの補助申請、起債手続きなど煩
雑な事務手続きを経る必要があり、事業実施が大幅に遅れるこ
ととなる。
　特にＰＦＩを導入した生活排水処理施設整備事業を行う場合
は、事業者の積極的な営業活動や事業計画の提案などＰＦＩ導
入の重要なメリットを妨げることなく事業を推進するために、事
業実施に伴う構想や計画の変更や補助金申請などの事務手続
きを軽減し、迅速かつ柔軟に地域に応じた適切な生活排水処理
施設を選択できるような環境を整備する必要があり、各種生活
排水処理施設の法律上の位置付けや所管省庁、補助申請等
事務手続の一元化を提案する。

小規模集合排水処理施設整備事業に
ついては、地方が単独で整備する事
業のため国庫補助制度は無い。事業
申請については通常の起債申請と
なっている。（事業内容は別添のとお
り）

Ｂ－２
関係補助金が提案に沿った方向
で対応されるかが一義的に重要
である。

三位一体の
改革の状況
及び関係補助
金の予算編
成状況に応じ
て、適切な検
討を進めて参
りたい。

　Ｄ

　三位一体改革における生活廃水処理施設
の扱いについては、現時点においては一般財
源化されていない。そのため、国庫補助制度
のない地方単独事業のみで実施される小規
模集合排水処理施設整備事業については今
までどおりの扱いとなる。なお、事業申請につ
いては通常の起債申請となっている。

1219 12192010 福岡県 香春町

生活排
水処理
施設整
備一元
化構想

総務省 0410430

　ケーブル基盤整備後の大きな課題は加入率ＵＰとなる。当該
補助金では、この加入率の鍵を握る引込工事や宅内工事など
の最終的な各家庭への接続工事は対象外となっている。
　地域再生支援措置として、ケーブル基盤の整備を三セクの自
主事業として実施した自治体に対し、当該補助金を加入率向上
を目的とした交付金として支援を受けたい。この支援を受け、市
と第三セクターも負担して官民協働で、加入世帯に対する引込
工事や宅内工事の助成を行う。加入世帯40％の早期実現とい
う成果を挙げる。

電気通信格差是正事業費補助
金交付要綱

地域に密着した映像情報の提供や双
方向機能を活用したインターネット接
続サービス等を提供するケーブルテレ
ビ施設を整備する際に、国が所要経
費の一部を補助する。

Ｄ（一部
Ｃ）

　従来から、引き込み工事につい
ては、ケーブルテレビ施設を整備
する際に補助対象としており、現
行の規定、取扱い等により既に
実現が可能である。
　なお、宅内工事については、屋
内配線は個人の資産に帰属する
ものであり、個人の財産形成に
国が補助をすることは適当では
ない。

－

（項）総務本省
(目)電気通信
格差是正事業
費補助金
（目細）新世代
地域ケーブル
テレビ施設整
備事業

1,837,055 1161 11612010 石川県 羽咋市

地域
ケーブ
ルテレ
ビ加入
促進プ
ロジェク
ト

総務省 0410440

①情報通信格差是正事業においては、国の補助率１／２のほ
か、自治体の実質負担割合の上限が１／３（標準は都道府県１
／５、市町村２／１５）、事業者実質負担が１／６と定められてい
るが、１／６の事業者負担を自治体の裁量により軽減すること
ができるように、自治体と事業者の負担割合を弾力化する。
②鉄塔施設の維持管理経費については、現在は事業者が全額
負担することとされているが、自治体の裁量により事業者の負
担を軽減することができるように、自治体の補助を容認する。
③伝送用専用線については、移動通信用鉄塔施設整備事業で
鉄塔と併せての整備や、地域イントラネット基盤施設整備事業
等で整備した光ファイバの利用が可能となっているが、維持管
理経費の低減のために一層効果的な制度となるように、市町村
のエリアを超えて整備が可能としたり、複数の鉄塔に利用でき
る光ファイバの整備を独立した補助メニューにするなど、運用の
弾力化を図る。

（①・②部分）
・「情報通信格差是正事業につ
いて」(平成14年７月15日付け総
行情第53号総務省自治行政局
地域情報政策室長通知)３の(3)
・「移動通信用鉄塔施設整備事
業における地方単独事業につい
て」（平成15年11月17日付総行
情第145号総務省自治行政局地
域情報政策室長通知）
（③部分）
・情報通信格差是正事業費補助
金交付要綱

（①・②部分）
【補助事業】
　地域間の格差是正を図るため、過疎地、
辺地、離島、山村、特定農山村又は豪雪
地帯において、市町村が移動通信用鉄塔
施設を整備する場合、国がその設置経費
の１／２を補助。
　設置経費の１／５を都道府県が負担。都
道府県の負担額のうち一定額を特別交付
税措置。
　設置経費の３／１０を市町村が負担。但
し市町村負担のうち設置経費の１／６は事
業者負担。のこりは過疎債・辺地債におい
て措置。
【単独事業】
　過疎地、辺地における人口５，２００人未
満の市町村に対し、以下の算式に基づい
て地方公共団体の負担額を決定し、県及
び市町村負担部分について補助事業と同
様の支援措置を行う。
　地方公共団体の負担額＝設置経費－設
置経費×対象市町村人口÷５，２００人

但し、事業者負担額が設置経費の１／６を
下回る場合は１／６とする。
（③部分）
伝送用専用線については、交付要綱上補
助対象となっており、運用において基地局
から同一市町村のアクセスポイントまでと
されている。

（①・②
部分）
Ｂ－２
（③部
分）
Ｂ－２

（①・②部分）
事業者負担の柔軟化及び維持管
理経費の軽減に関しては、要望
内容等を精査のうえ、対応を検
討。
（③部分）
移動通信用鉄塔施設整備事業で
対応することの適否。

（①・②部
分）
Ⅲー２
（③部分）
Ⅲー２

（①・②部分）
単独事業については事業者負担を１／８にす
る改正を実施したところ。ただし、予算要求等
に関しては特に要求していない。
（③部分）
移動通信用鉄塔施設整備事業は一般財源に
より実施しているが、厳しい財政事情の下、そ
の大幅な増額は困難な状況。
　一方、提案内容を実現すると一箇所当たり
の事業費が高額となり、一定の予算において
整備できる箇所数が少なくなること等から、提
案に対応することは困難である。
　なお、伝送用専用線については、本事業と
は別に、電波利用料財源による新たな対策を
実施することとしたところ。

1196 11962010 福井県 福井県

携帯電
話通信
エリア拡
大構想

総務省 0410450
情報通信環境の条件不利地域における、放送並びに通信が融
合した、既設ケーブルテレビジョン施設の高度化。

情報通信格差是正事業費補助
金交付要綱
地域情報通信ネットワーク基盤
整備事業費補助金交付要綱

地域イントラネット基盤施設整備事業
等により整備された光ファイバ等につ
いては、未利用光ファイバの利用を促
進する観点から、結果的に未利用部
分が生じた場合には届出等の簡易な
手続きにより開放が可能。
また、平成１６年度よりあらかじめケー
ブルテレビ（地方公共団体又は第三セ
クターが運営するものに限る。）への
開放を目的とする整備を可能としたと
ころ。

Ａ

地域イントラネット基盤施設整備
事業等につき、あらかじめ高速・
超高速インターネットアクセス提
供事業への開放を目的とする整
備を可能とすることを要求。

別添資料参
照

Ⅰ

平成１７年度予算において、あらかじめ高速・
超高速インターネットアクセス提供事業への
開放を目的とする整備を可能とすることが認
められた。

（項）情報通信
格差是正事業
費
（目）情報通信
格差是正事業
費補助
（目細）地域イ
ントラネット基
盤施設整備事
業

3,789,000 1301 13012010 山形県
櫛引町
朝日村

ケーブ
ルテレ
ビジョン
高度活
用計画
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総務省 0410460

「森林文化の里」を宣言した本村では、その豊かな空間、ゆった
りとした時間の中で、企業や個人の創造的な発想を促すため、
村内に張り巡らされる予定の光ファイバーケーブルによる高速
通信インフラを活用し、ベンチャー企業の事務所やＳＯＨＯオフィ
スを整備することで、創業支援や育成支援を予定している。しか
し、それを支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援策
が講じられているが、ベンチャー企業等の支援という目的が同
じであるにもかかわらず、総務省、厚生労働省、経済産業省お
よび農水産業省がそれぞれ所管を分けて実施しているととも
に、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用
する立場においては、内容がわかりにくく、また、事務の手続き
が煩雑となるため効率的な執行ができないのが現状である。そ
こで、これらの支援策を「ベンチャー企業等の創業等支援総合
事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目的を
効果的に達成できるように制度の改革を要望する。

独立行政法人情報通信研究機
構法第13条1項9号

先進技術型研究開発助成金制度は、
先進的な技術の研究開発を行うＩＴベ
ンチャーに対してその研究開発に必要
な資金の一部を助成する制度である。

Ｃ

先進技術型研究開発助成制度
は、ＩＴ分野の新規事業が生み出
す先進的な情報通信技術が、国
民生活の利便性の著しい向上、
生活様式の多様化等をもたらす
高度情報通信社会の基盤となる
点を踏まえ、先進的な情報通信
技術の創出を促進することを目
的として、これらの主な担い手で
あるＩＴ分野のベンチャー企業の
先進的な技術開発を支援してい
るもの。
したがって、他の省庁が他の観
点から行っているベンチャー支援
施策と統合した場合、当該目的
（先進的な情報通信技術による
国民生活の利便性の著しい向上
等）が十分に達せられなくなるお
それがあるため、対応は困難で
ある。

－ 1315 13152030 滋賀県 朽木村

森林文
化創出
プロジェ
クト

総務省 0410470
移動通信用鉄塔施設整備事業（国庫補助事業及び地方単独事
業）において、事業者負担の軽減を図るとともに地方単独事業
の人口要件を廃止する必要がある。

・「情報通信格差是正事業につ
いて」(平成14年７月15日付け総
行情第53号総務省自治行政局
地域情報政策室長通知)３の(3)
・「移動通信用鉄塔施設整備事
業における地方単独事業につい
て」（平成15年11月17日付総行
情第145号総務省自治行政局地
域情報政策室長通知）

【補助事業】
　地域間の格差是正を図るため、過疎
地、辺地、離島、山村、特定農山村又
は豪雪地帯において、市町村が移動
通信用鉄塔施設を整備する場合、国
がその設置経費の１／２を補助。
　設置経費の１／５を都道府県が負
担。都道府県の負担額のうち一定額を
特別交付税措置。
　設置経費の３／１０を市町村が負
担。但し市町村負担のうち設置経費の
１／６は事業者負担。のこりは過疎債・
辺地債において措置。

【単独事業】
　過疎地、辺地における人口５，２００
人未満の市町村に対し、以下の算式
に基づいて地方公共団体の負担額を
決定し、県及び市町村負担部分につ
いて補助事業と同様の支援措置を行
う。
　
　地方公共団体の負担額＝設置経費
－設置経費×対象市町村人口÷５，２
００人

但し、事業者負担額が設置経費の１
／６を下回る場合は１／６とする。

Ｂ－２

　事業者負担の軽減に関しては、
要望内容等を精査のうえ、対応
を検討。
　また、単独事業における諸制度
の見直しに関しても検討中であ
る。

Ⅲー２

単独事業については、人口要件を見直すとと
もに事業者負担を１／８にする改正を実施し
たところ。ただし、予算要求等に関しては特に
要求していない。

1358 13582010 兵庫県 兵庫県

ケータイ
エリア拡
大プロ
グラム

総務省 0410480

交流基盤の整備や交流促進事業の推進等をすすめる上で、現
行の補助制度を統合し、「地域再生資金」を創設。住民満足度
や入込客数、経済波及効果等を評価指標とした地域再生計画
を「地域再生資金」により支援。資金の概算交付を行い複数年
度の執行を可能とする。成果目標の検証を行い、未達の場合、
資金の一部返還もあるとする。

地域間交流施設整備事業費補
助金交付要綱

過疎地域自立促進特別措置法第２条
第２項の規定により公示された市町村
等を事業者とし、地域間交流施設整備
を補助対象としている。

Ｂ－２
今後、補助金改革の中で関係各
省との検討が必要になってくるも
のと考えている。

添付資料あり Ⅲー２
要望対象補助金の対象地域が異なっている
ため、他の補助金メニューとの調整がとれな
かった。

1223 12232010 島根県

大東
町･加
茂町･
木次
町･三
刀屋
町･吉
田村･
掛合町
合併協
議会

日本の
ふるさと
交流再
生計画

総務省 0410490

国・県が管理する河川や道路のゴミは地域のボランティア等が
収集し、市町村がゴミ処理に多くの費用をかけて処理している。
管理責任者である県等は、管理経費を交付税等で収納してい
ても十分な管理ができておらず、道路に捨てられたゴミが周辺
に散乱して困るので、困った農民や周囲の住民が拾い集めて
市町村がその処理経費を負担し、処理をせざるを得ない。膨大
な管理区域だけに国・県において管理ができないとしても、その
経費負担は間接的でも負担はすべきである。
道路延長による管理費負担の一部禅譲、河川延長（集水面積）
による交付税の地元町村への一部算入換え

地方交付税法
路面清掃等に係る経費を普通交付税
に算入している。

Ｅ
道路管理者である国及び県と協
議する内容であり、地方交付税
制度とは関係しない。

－ 1279 12792010 徳島県 上勝町

所管区
域にお
ける投
棄ゴミ
の処理
にかか
る負担
適正化
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総務省 0410500

芸術文化センターにおけるソフト事業に対する支援の実施
（採択要件（実績・支援期間）の緩和、開館後５年間程度の集中
実施）

○文化庁芸術拠点形成事業
○独立行政法人日本芸術文化振興会・芸術文化振興基金助成
（地域文化施設公演、現代舞台芸術創造普及活動）
○（財）地域創造・地域の芸術文化環境づくり支援事業

地域の芸術文化環境づくり支援事業」
の対象事業は、地方公共団体等が自
主的に実施する、創造的で文化的な
芸術活動のための環境づくりに資する
事業です。事業は、次の4つのプログ
ラムで構成されています。
  [創造プログラム]地域の芸術文化活
動の環境づくりに関し、段階的・継続
的に推進する事業(最大3年間)
　[連携プログラム]3以上の地方公共
団体等が共同で企画・制作して行う事
業の支援
　[単独プログラム]地域の人々の参画
を伴いながら地方公共団体等が自ら
企画・制作する事業(次年度の1年間に
限り継続助成が可能)
　[研修プログラム]地方公共団体等で
企画運営に携わる職員等を対象とし
た研修の場を提供する事業

Ｅ

「地域の芸術文化環境づくり支援
事業」については、財団法人地域
創造が、財団の各種規定に基づ
き、財団の予算範囲で、支援す
べき事業に対して適切に助成を
行っているものであります。よっ
て、総務省としては、概算要求に
反映していないとともに、予算編
成過程においても、検討の対象と
はしていません。
財団法人地域創造が実施する
様々な事業を利活用していただ
きたい。

－ 1359 13592010 兵庫県
兵庫
県､西
宮市

ひょう
ご・芸術
文化あ
ふれる
まちづく
り構想
（現
ひょう
ご・芸術
文化あ
ふれる
まちづく
り計画）

総務省 0410510

既存の地元活動や組織を有効に活かしながら、専門のコーディ
ネーターが個々の地域活動や組織の相互連携を進める。さらに
は、これらの活動を通して、まちづくり等に関する人材を育成し、
地域の再生を担う主体的な推進体制を確立する。

全国各地の地域再生の担い手を対象
として、地場産業の振興、観光振興、
地域のブランドづくり等をテーマとした
フォーラムとワークショップの開催を推
進し、各地域における地域再生を担う
人材の育成を図るとともに、地域再生
の実践的なノウハウ等の全国的な普
及に取り組む。

Ｅ

　「地域再生の担い手づくりの推
進」については、財団法人地域活
性化センターが、財団の各種規
定に基づき、財団の予算範囲
で、支援すべき事業に対して適
切に助成を行っているものであり
ます。よって、総務省としては、概
算要求に反映していないととも
に、予算編成過程においても、検
討の対象とはしていません。
　財団法人地域活性化センター
が実施する様々な事業を利活用
していただきたい。

－ 1401 14012030 広島県
東広島
市

中心地
区の個
性・魅力
づくりと
求心力
の強化

総務省 0410520

○競争的資金制度を省庁の枠を超えて地域における将来有望
な分野に重点的に配分できるよう、これまでの実績等をもとに
「関西州（産業再生）特区」に対して枠配分を行うこと。

○個別案件の審査採択から事後評価まで制度の運用権限を国
の各省庁から「特区」の組織に移譲すること。

競争的研究資金制度は、競争的な研
究開発環境を形成し、公正で透明性
の高い評価に基づく配分を実施するこ
とにより、世界最高の研究開発成果の
創出と経済活性化のための研究開発
を推進するものである。

Ｃ

全国から提案を募集することによ
り、提案する機会を公平に与え、
かつ、研究者間、研究機関間の
競争を一層推進することにより、
成果の創出につなげる制度であ
ることから、提案の内容は、競争
的研究資金制度の趣旨になじま
ない。

－ 1477 14772010

大阪
府、京
都府、
兵庫県

(社)関
西経済
連合
会､(社)
関西経
済同友
会､関
西経営
者協
会､
大阪商
工会議
所､京
都商工
会議
所､神
戸商工
会議所

政策連
携によ
る次世
代産業
創出事
業の推
進

総務省 0410530

民活法に基づき整備した施設の転用後の用途が同法第２条の
特定施設のいずれかに該当するときは、転用に伴う整備計画
の処理を同法第５条の規定に基づき行うこととし、その整備事
業に対しては、同法所定の支援措置を適用する。

民間事業者の能力の活用によ
る特定施設の整備の促進に関
する臨時措置法第５条、10条及
び11条

①特定施設の整備計画の認定を受け
たものは、当該認定に係る整備計画
の変更をしようとする時は、主務大臣
の認定を受けなければならない。
②認定事業者が認定計画に従つて取
得して特定施設又は当該特定施設の
敷地である土地については、地方税
法で定めるところにより、不動産取得
税、固定資産税、特別土地保有税又
は事業所税について、必要な措置を
講ずる。
国及び地方公共団体は、認定計画に
係る特定施設の整備の事業を実施す
るのに必要な資金の確保またはその
融通の斡旋に努めるものとする。

Ｅ

①民間事業者の能力の活用によ
る特定施設の整備の促進に関す
る臨時措置法第５条は、認定を
受けた整備計画を変更する場合
の規定であり、１４号施設等新た
な特定施設の整備計画の認定は
同法第４条による認定によって行
われることとなっている。
②国土交通省より提案主体に具
体的な転用の内容について確認
したところ、１４号施設（農林水産
省所管）であったため総務省では
予算措置はとらない。

－ 1132 11322012 兵庫県 洲本市

民活施
設の活
用によ
る「みな
と」再生
構想
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総務省 0410540
地域イントラネット整備事業等による地域公共ネットワークの整
備において旅館・ホテル等の観光施設への接続の容認を求め
る。

情報通信格差是正事業費補助
金交付要綱
地域情報通信ネットワーク基盤
整備事業費補助金交付要綱

地域イントラネット基盤施設整備事業
等を活用し学校、公民館、市役所など
の公共施設や駅のホームなど人の集
まりやすい場所を高速・超高速で接続
した地域公共ネットワーク上で観光情
報を提供するアプリケーションを展開
することは可能。
また、地域イントラネット基盤施設整備
事業等により整備された光ファイバ等
については、未利用光ファイバの利用
を促進する観点から、結果的に未利用
部分が生じた場合には届出等の簡易
な手続きにより開放が可能。
さらに、平成１６年度よりあらかじめ
ケーブルテレビ（地方公共団体又は第
三セクターが運営するものに限る。）へ
の開放を目的とする整備を可能とした
ところ。

Ａ

地域イントラネット基盤施設整備
事業を活用し、公共施設（旅館・
ホテル等を含む）など人の集まり
やすい場所を高速・超高速で接
続した地域公共ネットワーク上で
観光情報を提供するアプリケー
ションを展開することは現状でも
可能。
また、提案の中にある高速イン
ターネット環境の提供について
は、地域イントラネット基盤施設
整備事業等につき、あらかじめ高
速・超高速インターネットアクセス
提供事業への開放を目的とする
整備を可能とすることを要求。

別添資料参
照

Ⅰ

平成１７年度予算において、あらかじめ高速・
超高速インターネットアクセス提供事業への
開放を目的とする整備を可能とすることが認
められた。

（項）情報通信
格差是正事業
費
（目）情報通信
格差是正事業
費補助
（目細）地域イ
ントラネット基
盤施設整備事
業

3,789,000 1578 15782070 静岡県

静岡県､
沼津市､
熱海市､
三島市､
伊東市､
下田市､
伊豆市､
東伊豆
町､河津
町､南伊
豆町､松
崎町､西
伊豆町､
賀茂村､
伊豆長
岡町､戸
田村､函
南町､韮
山町､大
仁町､清
水町､長
泉町

伊豆地
域交流
拡大構
想
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